「流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）」に係るパブリックコメント実施要領
１　目　的
この要領は、流山市国民健康保険条例（平成３年流山市条例第　６号。以下「条例」という。）に規定する保険料（以下「保険料」という。）について、平成２８年４月１日から改定するに当たり、流山市市民参加条例（平成２４年流山市条例第１９号）に基づくパブリックコメントの手続により、保険料の改定案を公表し、市民等の意見等を求め、提出された意見等を多面的かつ総合的に検討して、条例改正に係る意思決定を行うとともに、提出された意見等に対する市の考え方を公表するためのものです。
２　改正の背景
　国民健康保険は国民皆保険制度を支える重要な基盤となる医療保険制度ですが、被保険者の高齢化や医療技術の高度化等による医療費の増加に加え、国民健康保険が負担する後期高齢者支援金や介護納付金の増加により、国民健康保険の財政運営は年々その厳しさを増しています。
　本市においても例外ではなく、６０歳以上の被保険者の加入割合は５割を超え、今後も更に高齢化が進む見込みであり（資料①参照）、これに相まって、平成２０年度からの６年間で、歳出の主な要因である、保険給付費は１８億円、後期高齢者支援金は７億円及び介護納付金は２億円増加したところです。その一方で、保険料収入は、被保険者の高齢化等により横ばいとなっており、収支不均衡の要因となっています。（資料②参照）
　このため、本市では、医療費通知やジェネリック医薬品促進通知、レセプト点検の充実等で医療費の適正化等による歳出削減対策に努めているほか、保険料の収納確保のために、口座振替の推進、収納指導員による訪問指導、休日を含めた納付相談会の実施、滞納整理の強化等により収納率の向上を図っているところです。しかしながら、財政基盤の改善には至らず、平成２５年度は約４億３千万円、平成２６年度決算見込では約４億１千万円の一般会計からの法定外繰入金に頼らざるを得ない状況となっており、今後の財政見通しにおいても、更なる財源不足が生じる見込みです。（資料③参照）
　こうした状況の中で、財源不足を補填するために一般会計からの繰入金を更に増加させることは、市全体の財政状況に影響を及ぼす懸念があるところです。
　本来、国民健康保険特別会計は独立採算が原則であり、負担の公平の観点から、国保被保険者に応分の負担を、財政健全化対策の一つとしてお願いせざるを得ないところです。
　このため、平成２１年度から保険料の据え置きをしていることから、今回、総合的に保険料の見直しを行うため、平成２７年６月２２日付けで、流山市国民健康保険運営協議会に対し、「平成２８年度国民健康保険料の見直しについて」を諮問し、慎重な審議を重ねた結果、同７月３０日に本市の国民健康保険の財政状況等を勘案し、保険料の引き上げについてはやむを得ないとの答申が出されたところです。
こうしたことから、国民健康保険制度を今後も持続可能な制度として維持し財政運営の安定化を図るため、保険料の改定をするものです。
３　改正の考え方
保険料は、国民健康保険法（以下「法」という。）第７６条により、保険者である市が徴収する権限があることを規定し、また、法第８１条の規定により、条例で定めることとされています。
本市の保険料については、基礎賦課額（以下「医療分」という。）、後期高齢者支援金等賦課額（以下「支援金分」という。）、介護納付金賦課額（以下「介護分」という。）の３つの区分からなっています。このうち、支援金分と介護分に係る収入が歳出に要する費用に足りておらず、実質的に医療分に係る収入から補填している状況となっており、一般会計からの赤字繰入金の増加の大きな要因となっています。また、千葉県の指導監査において、次回の保険料改定においては、この２つの賦課額を改定するよう指摘されているところです。
このため、国民健康保険事業の安定した運営を図るため、国保被保険者の世帯状況及び所得状況を勘案し、支援金分については所得割と均等割、介護分は所得割を改定し、平成２８年度に見込まれる赤字額の増加分１億４千８００万円（資料③参照）を確保できる必要最低限の改定とするものです。
【参考資料】
　①流山市国保被保険者数の推移について（平成２８年度～平成３１年度）
　②流山市の国民健康保険の現状
　③国保特別会計一般会計繰入金の推移と見通し
４　改正の内容（資料④　条例改正案文参照）
（１）医療分の保険料率（条例第１１条）
　　　改定なし
（２）支援金分の保険料率（条例第１６条の５）
　　　改正前　ア　所得割　１００分の１．８
　　　　　　　イ　均等割　４，２００円
　　　改正後　ア　所得割　１００分の２．２（＋０．４％）
　　　　　　　イ　均等割　５，５００円（＋１，３００円）
（３）介護分の保険料率（条例第１６条の１３）
　　　改正前　ア　所得割　１００分の１．４
　　　改正後　ア　所得割　１００分の１．６（＋０．２％）
　
　　【参考資料】改定後の影響額について
　⑤所得階級別の改定後の保険料
　⑥モデルケースごとの比較
５　意見等を提出できる者
（１）市内に住所を有する者
（２）市内に事務所又は事業所を有する者
（３）市内に存する事務所又は事業所に勤務する者
（４）市内に存する学校に在学する者
６　意見等募集期間
平成２７年９月１日（火）から同９月３０日（水）（同日必着）まで
７　公表方法及び閲覧場所
国保年金課、情報公開コーナー、各出張所、各公民館、各図書館、生涯学習センター１階、市ホームページで閲覧できます。
８　ご意見等の提出方法
自由様式又は別紙様式（市ホームページからダウンロードできます。）に、住所、氏名、電話番号を明記の上、郵便、ファクシミリ、電子メールによる提出、又は、直接書面を持参下さい。
お寄せいただいたご意見に対する市の考え方につきましては、市ホームページで公表します。なお、個別回答はいたしませんのでご了承ください。
９　問い合わせ先及び提出先
〒２７０－０１９２流山市平和台１－１－１
流山市役所市民生活部国保年金課
電　話　０４（７１５０）６０７７
ＦＡＸ　０４（７１５０）３３０９
電子メール　kokuhonenkin@city.nagareyama.chiba.jp
別紙様式
「流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）」に
対する意見等について
（宛先）流山市長
	住　　所
	

	氏　　名
	

	電話番号
	


○改正案に対する意見等
	ページ等
	ご　意　見　等

	
	


○提出期限　平成２７年９月３０日（水）【必着】
○提出方法
（１）直接持参　流山市役所第１庁舎１階　国保年金課窓口
（２）郵　　送　〒２７０－０１９２ 流山市平和台１丁目１番地の１
流山市役所 市民生活部　国保年金課
（３）ＦＡＸ　 ０４－７１５０－３３０９
（４）メールアドレス　kokuhonenkin@city.nagareyama.chiba.jp
※意見等の公表の際は、個人情報である住所・氏名は公表いたしません。
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